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１. 平成 20年 3月期第３四半期連結業績（平成 19年 4月 1日 ～ 平成 19年 12月 31日）

(1)連結経営成績 （％表示は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年 3月期第3四半期 332,050 4.9 11,337 △ 32.7 10,477 △ 36.1 5,760 △ 34.6

19年 3月期第3四半期 316,391 2.9 16,836 △ 12.8 16,390 △ 15.6 8,814 △ 31.8

19年 3月期 412,986 2.7 19,056 △ 12.2 18,463 △ 15.7 9,441 △ 27.6

円　　銭 円　　銭

20年 3月期第3四半期 22.30 －

19年 3月期第3四半期 36.41 33.41

19年 3月期 38.81 －

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

20年 3月期第3四半期 495,288 153,964 30.0 567.43

19年 3月期第3四半期 477,799 146,867 29.7 580.59

19年 3月期 471,855 150,961 30.9 574.10

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

20年 3月期第3四半期 16,753 △ 35,857 21,964 9,874

19年 3月期第3四半期 11,507 △ 27,162 17,324 9,169

19年 3月期 24,379 △ 36,091 11,289 7,100

２. 平成 20年 3月期の連結業績予想（ 平成 19年 4月 1日  ～  平成 20年 3月 31日 ）
（％表示は対前期増減率）

　  平成19年11月8日に公表いたしました通期業績予想についての見直しは行っておりません。

３．その他

(1)期中における重要な子会社の異動（連結の範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　 ：　無

(2)会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：　有

(3)最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：　有
 （注）詳細は、３ページ「定性的情報・財務諸表等　(３) その他」をご覧下さい。

 ※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　　上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、
　　実際の業績は、今後種々の要因によって予想数値と異なる場合があります。
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定性的情報・財務諸表等 
 
 
（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期の連結業績につきましては、平成 19 年 9 月より開始した板紙ならびに段ボール製品

の価格修正が進捗したことに加え、販売数量が堅調に推移いたしましたものの、板紙の主原料である

古紙価格をはじめとする原燃料価格の高騰と減価償却費の増加等により、前年同期に比べ増収減益と

なりました。この結果、売上高 332,050 百万円（前年同期比 4.9%増）、営業利益 11,337 百万円（同

32.7%減）、経常利益 10,477 百万円（同 36.1%減）、四半期純利益 5,760 百万円（同 34.6%減）となり

ました。 

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。 

 
［板紙・紙加工関連事業］ 

 板紙ならびに段ボール製品の価格修正の進捗に加えて、販売数量が堅調に推移したことから増収

となりましたが、板紙部門の主原料である段ボール古紙価格の高騰と税制改正に伴う減価償却費の

増加等により、残念ながら減益となりました。 

 これにより、当セグメントの売上高は 271,741 百万円（同 5.1%増）、営業利益は 9,582 百万円（同

32.4%減）となりました。 

［軟包装関連事業］ 
 原油高騰に伴うフィルム等原料価格の高騰が続いており、製品価格の修正や積極的な営業活動の

展開による増収も利益面で補うまでに至らず、増収減益となりました。 
 これにより、当セグメントの売上高は 39,928 百万円（同 6.1%増）、営業利益は 1,651 百万円（同

23.3%減）となりました。 

［その他の事業］ 
 主に新聞用紙事業におきまして、主原料である新聞古紙価格が高騰したこともあり、当セグメン

トの売上高は 20,380 百万円（同 0.5%増）、営業利益 59 百万円（同 84.5%減）となりました。 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 
 当第３四半期末の総資産は495,288百万円となり、前期末に比べ23,433百万円増加いたしました。

主な増加要因は、季節要因および製品価格修正による売上債権の増加などであります。自己資本に

つきましては、㈱日本製紙グループ本社に対する自己株式処分による自己株式の減少があったもの

の、株価下落によるその他有価証券評価差額金の減少により、結果として 3,003 百万円増加の

153,964 百万円となりました。その結果、自己資本比率は 30.0%と前期末に比べ 0.9 ポイント低下い

たしました。 

 

（連結キャッシュ・フロー） 

 当第３四半期の営業活動による資金の増加額は 16,753 百万円となり、前年同期に比べ 5,246 百万

円の増加となりました。これは主に、減価償却費や仕入債務の増加等によるものです。 

 投資活動による資金の減少額は 35,857 百万円となり、前年同期に比べ 8,695 百万円の増加となり

ました。これは主に、当社における投資有価証券の取得による支出額が前年を大幅に上回ったこと

等によるものです。 

 財務活動による資金の増加額は 21,964 百万円となり、前年同期に比べ 4,640 百万円の増加となり

ました。これは主に、自己株式を売却したこと等によるものです。 

 これらに加えて、連結範囲変更による 37 百万円の増加があり、現金及び現金同等物の当四半期末

残高は 9,874 百万円となりました。 
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（３）その他 
①期中における重要な子会社の異動（連結の範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  該当事項はありません。 

 

②会計処理の方法における簡便な方法の採用 

  棚卸資産等について、実地棚卸を省略し、継続記録による帳簿棚卸を行いました。 

 

③最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更 

（会計処理の変更） 

当四半期より、当社および国内連結子会社は、法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する

法律 平成 19 年３月 30 日 法律第６号）および（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成

19 年３月 30 日 政令第 83 号））に伴い、平成 19年４月１日以降に取得した有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に基づく償却方法に変更しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、営業利益、経常利益および税金等調整前四

半期純利益が 330 百万円それぞれ減少しております。 

 

（追加情報） 

当四半期より、当社および国内連結子会社は、平成 19 年３月 31 日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度以後、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、営業利益が 1,035 百万円減少し、経常利益

および税金等調整前四半期純利益が 1,043 百万円それぞれ減少しております。 
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（４）（要約）四半期連結財務諸表

① （要約）四半期連結貸借対照表 (単位:百万円)

平成19年12月31日 平成19年3月31日 増減金額 平成18年12月31日

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（資産の部）
% %

流　　動　　資　　産 (169,094) (34.1) (146,928) (31.1) (22,166) (157,069) (32.9)

現 金 預 金 10,498 7,578 2,920 9,879

受取手形および売掛金 127,232 109,093 18,139 118,001

有 価 証 券 - 28 △28 28

棚 卸 資 産 26,635 23,501 3,134 24,101

繰 延 税 金 資 産 1,859 2,969 △1,110 2,041

そ の 他 3,814 4,818 △1,004 4,117

貸 倒 引 当 金 △944 △1,061 117 △1,099

固　　定　　資　　産 (326,193) (65.9) (324,927) (68.9) (1,266) (320,730) (67.1)

有 形 固 定 資 産 [233,360] [47.1] [237,869] [50.4] [△4,509] [234,495] [49.1]

建 物 お よ び 構 築 物 56,363 56,926 △563 56,783

機械装置および運搬具 77,100 82,478 △5,378 76,945

工 具 器 具 備 品 3,768 4,040 △272 4,055

土 地 91,913 91,632 281 91,250

建 設 仮 勘 定 4,213 2,791 1,422 5,460

無 形 固 定 資 産 [7,700] [1.6] [7,365] [1.6] [335] [7,209] [1.5]

の れ ん 2,031 2,149 △118 2,212

そ の 他 5,669 5,215 454 4,997

投 資 そ の 他 の 資 産 [85,132] [17.2] [79,691] [16.9] [5,441] [79,024] [16.5]

投 資 有 価 証 券 76,676 73,135 3,541 72,255

繰 延 税 金 資 産 1,032 707 325 1,015

そ の 他 9,221 7,661 1,560 7,542

貸 倒 引 当 金 △1,798 △1,812 14 △1,788

   資    産    合    計 495,288 100.0 471,855 100.0 23,433 477,799 100.0

科　　　　目
当四半期 　前連結会計年度 前年同四半期

%
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(単位:百万円)

平成19年12月31日 平成19年3月31日 増減金額 平成18年12月31日

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（負債の部） % %

流　　動　　負　　債 (224,942) (45.4) (213,452) (45.2) (11,490) (214,250) (44.9)

支払手形および買掛金 78,652 64,617 14,035 69,325

短 期 借 入 金 98,182 104,152 △5,970 101,241

一 年 以 内 償 還 社 債 15,450 5,000 10,450 -

一年以内償還転換社債 - - - 9,10

未 払 費 用 14,667 15,366 △699 15,533

未 払 法 人 税 等 525 3,029 △2,504 1,884

役 員 賞 与 引 当 金 - 208 △208 -

そ の 他 17,465 21,076 △3,611 17,157

固　　定　　負　　債 (116,380) (23.5) (107,441) (22.8) (8,939) (116,681) (24.4)

社 債 26,450 25,100 1,350 30,100

長 期 借 入 金 63,602 50,812 12,790 53,410

繰 延 税 金 負 債 7,916 10,805 △2,889 11,533

退 職 給 付 引 当 金 14,624 16,441 △1,817 17,307

役員退職慰労引当金 656 1,961 △1,305 1,937

そ の 他 3,130 2,320 810 2,394

    負 債 合 計　　　　 341,323 68.9 320,893 68.0 20,430 330,932 69.3

（純資産の部）

株　 主　 資　 本 (137,250) (27.7) (128,202) (27.2) (9,048) (124,824) (26.1)

資　　本　　金 31,066 31,066 0 26,557

資 本 剰 余 金 27,442 27,442 0 22,933

利 益 剰 余 金 80,162 77,704 2,458 77,150

自　己　株　式 △1,420 △8,010 6,590 △1,816

評 価 ・ 換 算 差 額 等 (11,402) (2.3) (17,387) (3.7) (△5,985) (16,919) (3.5)

その他有価証券評価差額金 10,982 17,155 △6,173 17,075

為替換算調整勘定 420 231 189 △156

少 数 株 主 持 分 (5,311) (1.1) (5,371) (1.1) (△60) (5,123) (1.1)

 　純 資 産 合 計 153,964 31.1 150,961 32.0 3,003 146,867 30.7

負債純資産合計 495,288 100.0 471,855 100.0 23,433 477,799 100.0

(注)
有形固定資産減価償却累計額 367,276 百万円 358,551 百万円 357,459 百万円

受取手形割引高 402 百万円 324 百万円 477 百万円

受取手形裏書譲渡高 500 百万円 688 百万円 356 百万円

保 証 債 務 1,953 百万円 590 百万円 662 百万円

債務履行引受契約に係る偶発債務

　　第５回無担保普通社債 - 5,000 百万円 5,000 百万円

自 己 株 式 数 1,800,661 株 10,175,117 株 2,427,451 株
手形交換日をもって決済処理している
期末日満期手形

受取手形 1,057 百万円 998 百万円 1,122 百万円

支払手形 1,152 百万円 1,334 百万円 1,576 百万円

科　　　　目
当四半期 　前連結会計年度 前年同四半期

%
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② （要約）四半期連結損益計算書 (単位：百万円)

自 平成19年 4月 1日 自 平成18年 4月 1日 自 平成18年 4月 1日
至 平成19年12月31日 至 平成18年12月31日 増減金額 至 平成19年 3月31日

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比
% %

売　　上　　高 332,050 100.0 316,391 100.0 15,659 412,986 100.0

売　上　原　価 280,539 84.5 260,778 82.4 19,761 342,044 82.8

売 上 総 利 益 51,510 15.5 55,612 17.6 △4,102 70,941 17.2

販売費および一般管理費 40,172 12.1 38,775 12.3 1,397 51,884 12.6

営 業 利 益 11,337 3.4 16,836 5.3 △5,499 19,056 4.6

営　業　外　収　益 (3,290) (1.0) (3,035) (1.0) (255) (4,200) (1.0)

受取利息および配当金 1,355 948 407 1,147
持分法による投資利益 620 607 13 882
そ　　　 の　　　 他 1,314 1,478 △164 2,169

営　業　外　費　用 (4,151) (1.2) (3,482) (1.1) (669) (4,792) (1.1)

支 払 利 息 1,801 1,447 354 1,969
そ　　　 の　　　 他 2,349 2,034 315 2,823

経 常 利 益 10,477 3.2 16,390 5.2 △5,913 18,463 4.5

特　別　利　益 1,115 0.3 1,743 0.6 △628 2,078 0.4

特　別　損　失 1,495 0.5 2,117 0.7 △622 4,249 1.0

税金等調整前四半期(当期)純利益 10,097 3.0 16,016 5.1 △5,919 16,292 3.9

法人税、住民税および事業税 2,353 0.7 5,636 1.8 △3,283 6,702 1.6

法人税等調整額 2,017 0.6 1,421 0.5 596 150 0.0

少数株主利益(△) 34 0.0 △144 △0.0 178 2 0.0
又は少数株主損失

四半期（当期）純利益 5,760 1.7 8,814 2.8 △3,054 9,441 2.3

(注)特別利益の主なもの
受取補助金 411 百万円 459 百万円 459 百万円
貸倒引当金戻入益 206 百万円 -  276 百万円
投資有価証券売却益 181 百万円 652 百万円 701 百万円
固定資産売却益 76 百万円 321 百万円 522 百万円

　　特別損失の主なもの
工場リニューアル費用 718 百万円 562 百万円 874 百万円
固定資産圧縮損 422 百万円 567 百万円 673 百万円
固定資産除却売却損 121 百万円 295 百万円 621 百万円
投資損失引当金繰入額 -  -  399 百万円
棚卸資産処分損 -  -  342 百万円
事業所移転費用 -  62 百万円 113 百万円

科　　　　　目

当四半期 前年同四半期 前連結会計年度

%
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③ （要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 (単位：百万円)

　　科        目  自平成19年 4月 1日  自平成18年 4月 1日  自平成18年4月 1日

 至平成19年12月31日  至平成18年12月31日  至平成19年3月31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
1 ．税金等調整前四半期（当期）純利益 10,097 16,016 16,292
2 ．減価償却費 17,982 15,827 21,588
3 ．のれん等償却額 167 147 352
4 ．退職給付引当金の増減額 △1,850 △1,398 △2,272
5 ．役員退職慰労引当金の増減額 △1,317 △146 △121
6 ．受取利息及び受取配当金 △1,355 △948 △1,147
7 ．支払利息 1,801 1,447 1,969
8 ．持分法による投資損益 △620 △607 △882
9 ．投資有価証券売却損益 △181 △652 △661

10 ．投資有価証券評価損 65 22 546
11 ．有形固定資産売却損益 △58 △220 △
12 ．有形固定資産除却損 442 453 910
13 ．売上債権の増減額 △17,912 △16,054 △7,081
14 ．棚卸資産の増減額 △3,094 △1,155 △512
15 ．仕入債務の増減額 13,801 9,588 5,809
16 ．その他 3,632 △1,834 △498

小計 21,601 20,484 33,919
17 ．利息及び配当金の受取額 1,605 1,455 1,665
18 ．利息の支払額 △1,520 △1,301 △1,923
19 ．法人税等の支払額 △4,932 △9,131 △9,282

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,753 11,507 24,379

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
1 . 有形固定資産の取得による支出 △20,993 △20,993 △29,037
2 . 有形固定資産の売却による収入 1,549 545 857
3 . 無形固定資産の取得による支出 △1,124 △1,440 △1,798
4 . 投資有価証券の取得による支出 △14,398 △6,074 △7,116
5 . 投資有価証券の売却･償還による収入 285 846 997
6 . 関係会社への出資による支出 △1,284 － －
7 . 短期貸付金の増減額 △211 △47 △336
8 . 貸付による支出 △44 △116 △
9 . 貸付金の回収による収入 62 7 148

10 . その他 300 109 343
投資活動によるキャッシュ・フロー △35,857 △27,162 △36,091

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
1 . 短期借入金の増減額 4,823 15,088 16,105
2 . 長期借入による収入 21,451 6,710 10,664
3 . 長期借入金の返済による支出 △19,541 △10,156 △14,879
4 . 社債の発行による収入 11,800 10,100 10,100
5 . 社債の償還による支出 - △100 △
6 . 転換社債の償還による支出 - -
7 . 自己株式の取得による支出 △82 △1,867 △8,062
8 . 自己株式の売却による収入 6,117 - -
9 . 配当金の支払額 △2,578 △2,420 △2,420

10 . その他 △27 △29 △28
財務活動によるキャッシュ・フロー 21,964 17,324 11,289

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △123 0 23
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 2,736 1,670 △398
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 7,100 6,775 6,775
Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物の増加額 37 723 723
Ⅷ 現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 9,874 9,169 7,100

当四半期 前年同四半期 前連結会計年度

371

149

100
△90
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（セグメント情報） 
１．事業の種類別セグメント情報 
当第３四半期（自平成 19 年 4 月  1 日 至平成 19 年 12 月 31 日）        (単位：百万円） 

 板紙・紙加

工関連事業

軟包装 

関連事業

その他の

事業 

 

計 

消去 

又は全社 

 

連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益  

    売  上  高  

(1)外部顧客に対する売上高 271,741 39,928 20,380 332,050 - 332,050

 (2)セグメント間の 

     内部売上高又は振替高 62 5 18,935 19,003 (19,003) - 

計 271,804 39,933 39,315 351,053 (19,003) 332,050

営 業 費 用 262,221 38,282 39,255 339,759 (19,047) 320,712

営 業 利 益 9,582 1,651 59 11,293 44 11,337

前年同四半期（自平成 18 年 4 月  1 日 至平成 18 年 12 月 31 日）        (単位：百万円） 

 板紙・紙加

工関連事業

軟包装 

関連事業

その他の

事業 

 

計 

消去 

又は全社 

 

連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益  

    売  上  高  

(1)外部顧客に対する売上高 258,460 37,650 20,280 316,391 - 316,391

 (2)セグメント間の 

     内部売上高又は振替高 66 2 18,221 18,290 (18,290) - 

計 258,526 37,653 38,501 334,681 (18,290) 316,391

営 業 費 用 244,345 35,500 38,120 317,965 (18,411) 299,554

営 業 利 益 14,181 2,152 381 16,715 120 16,836

前連結会計年度（自平成 18 年 4 月  1 日  至平成 19 年 3 月 31 日）        (単位：百万円） 

 板紙・紙加

工関連事業

軟包装 

関連事業

その他の

事業 

 

計 

消去 

又は全社 

 

連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益  

    売  上  高  

(1)外部顧客に対する売上高 335,633 49,160 28,192 412,986 - 412,986

 (2)セグメント間の 

     内部売上高又は振替高 58 2 23,654 23,716 (23,716) - 

計 335,691 49,163 51,846 436,702 (23,716) 412,986

営 業 費 用 319,480 46,936 51,432 417,849 (23,919) 393,929

営 業 利 益 16,211 2,227 414 18,853 203 19,056

（注）１．事業の区分は製品の種類、性質に基づく市場、販売方法の区分によっております。 

   ２．各事業の主な製品 

     ・板紙・紙加工関連事業 板紙、段ボール、段ボール箱 

     ・軟包装関連事業    軟包装、セロファン 

     ・その他の事業     紙器機械、小型印刷機、新聞用紙、化成品、不織布、 

                 運輸、保険代理、リース、不動産、人材派遣      

２．所在地別セグメント情報 
    全セグメントの売上高に占める「本国」の割合がいずれも９０％を超えているため、 

        当第３四半期、前年同四半期および前連結会計年度については、記載を省略しております。 

３．海外売上高 
    海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため、当第３四半期、前年同四半期および前連結

会計年度については、記載を省略しております。 
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